
事 業 概 況 （平成 28年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28 年度労災保険業務機械処理の平成 28 年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,567 億円で、前年同期に比

べて0.7％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,404億円で52.6％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,330億円で29.1％を占めている。以下、休業補償給付が12.2％、障害補償一時金が3.9％、介護補償給付及び遺族

補償一時金がそれぞれ0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、療養補償給付が 1.0％増となっているのに対し、休業補償

給付が3.1％減、障害補償一時金が1.8％減、介護補償給付が1.4％減、二次健康診断等給付が1.2％減、年金等給付が1.0％

減、葬祭料が0.9％減、遺族補償一時金が0.5％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 459,964,482 100.0 △ 2.0 456,664,505 100.0 △ 0.7

療 養 補 償 給 付 131,621,304 28.6 △ 1.8 132,975,291 29.1 1.0

休 業 補 償 給 付 57,682,762 12.5 △ 3.3 55,892,823 12.2 △ 3.1

障 害 補 償 一 時 金 18,149,723 3.9 △ 3.2 17,815,933 3.9 △ 1.8

遺 族 補 償 一 時 金 3,917,319 0.9 △ 10.4 3,895,977 0.9 △ 0.5

葬 祭 料 1,163,657 0.3 △ 13.2 1,153,291 0.3 △ 0.9

介 護 補 償 給 付 3,975,636 0.9 △ 2.5 3,919,442 0.9 △ 1.4

年 金 等 給 付 242,866,663 52.8 △ 1.4 240,431,520 52.6 △ 1.0

二 次健 康診 断等 給付 587,417 0.1 11.3 580,228 0.1 △ 1.2

平成27年度　27年10月末 平成28年度　28年10月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,340億円で29.3％、「その他の事業」が1,271億円で27.8％、

「製造業」が1,141億円で25.0％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.3％、「林業」が2.0％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が2.9％増、「その他の事業」が1.8％増、「船舶所有者

の事業」が0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が6.4％減、「建設事業」が1.8％減、「林業」が1.6％減、「製造業」

が1.3％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が1.0％減、「運輸業」が0.5％減となっている。（第２表） 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 459,964,482 100.0 △ 2.0 456,664,505 100.0 △ 0.7

林 業 9,053,783 2.0 △ 3.7 8,907,943 2.0 △ 1.6

漁 業 1,550,225 0.3 △ 5.7 1,595,460 0.3 2.9

鉱 業 20,843,926 4.5 △ 6.1 19,518,815 4.3 △ 6.4

建 設 事 業 136,416,780 29.7 △ 3.2 133,978,006 29.3 △ 1.8

製 造 業 115,557,950 25.1 △ 2.4 114,064,353 25.0 △ 1.3

運 輸 業 48,763,428 10.6 △ 1.1 48,525,827 10.6 △ 0.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,098,629 0.2 △ 4.4 1,087,781 0.2 △ 1.0

そ の 他 の 事 業 124,781,569 27.1 0.3 127,082,831 27.8 1.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,898,191 0.4 5.2 1,903,489 0.4 0.3

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成28年度　28年10月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　27年10月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,297億円で54.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金が910億円で37.8％、傷病補償年金が197億円で8.2％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が799億円で33.2％、「製造業」が691億円で28.7％、「そ

の他の事業」が453億円で18.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.8％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　28年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 90,966,370 129,736,341 19,728,808 240,431,520 100.0

林 業 1,326,786 3,054,569 217,122 4,598,476 1.9

漁 業 248,439 785,518 39,688 1,073,646 0.4

鉱 業 1,295,007 9,526,076 3,166,962 13,988,044 5.8

建 設 事 業 25,682,688 46,925,330 7,284,567 79,892,585 33.2

製 造 業 34,347,574 30,869,864 3,891,558 69,108,996 28.7

運 輸 業 9,475,028 14,494,755 1,434,061 25,403,843 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
162,890 466,497 48,658 678,045 0.3

そ の 他 の 事 業 18,342,537 23,379,415 3,624,311 45,346,264 18.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 85,422 234,317 21,882 341,621 0.1

構 成 比 37.8% 54.0% 8.2% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成28年 10月末現在における保険料徴収決定済額は8,422億円で、前年同期に比

べて1.4％増となっている。保険料収納済額は3,793億円で、前年同期に比べて2.9％増となっている。また、収納率につ

いてみると45.0％となっており、前年同期に比べて0.6ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,031億円で47.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,767 億円で 21.0％、「製造業」が 1,619 億円で 19.2％を占めている。以下、「運輸業」が 8.8％、「船舶所有者

の事業」が1.7％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「漁業」が0.2％

となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 27年10月末 28年10月末 27年10月末 28年10月末 27年10月末 28年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 830,361,298 842,225,247 100.0 1.4 368,675,913 379,310,316 100.0 2.9 44.4 45.0

林 業 5,273,677 5,324,009 0.6 1.0 2,496,269 2,537,090 0.7 1.6 47.3 47.7

漁 業 1,967,402 1,997,505 0.2 1.5 856,263 866,957 0.2 1.2 43.5 43.4

鉱 業 2,998,976 2,961,584 0.4 △ 1.2 1,157,828 1,130,982 0.3 △ 2.3 38.6 38.2

建 設 事 業 179,300,962 176,731,356 21.0 △ 1.4 83,855,400 85,113,560 22.4 1.5 46.8 48.2

製 造 業 161,782,068 161,865,736 19.2 0.1 65,922,766 65,921,391 17.4 0.0 40.7 40.7

運 輸 業 71,370,443 74,002,090 8.8 3.7 26,591,084 28,271,330 7.5 6.3 37.3 38.2

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,259,949 2,322,222 0.3 2.8 860,576 931,534 0.2 8.2 38.1 40.1

そ の 他 の 事 業 391,940,086 403,122,511 47.9 2.9 181,179,776 188,524,751 49.7 4.1 46.2 46.8

船舶所有者の 事業 13,467,736 13,898,234 1.7 3.2 5,755,950 6,012,719 1.6 4.5 42.7 43.3

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


